
（様式第１号）（第７関係）

　様

※日中連絡がとれる電話番号を記載してください。

年度において、木造・木質化支援事業を実施したいので、

木造・木質化支援事業実施要領第７第１項の規定により、事業計画書を提出します。

　添付書類

(1) 要綱別表(1)木質化、(2)木造化（一般）、(3)木造化（中大規模施設）の場合

　ア　別紙１　事業計画書

　イ　事業概要書

　ウ　別紙２　確認書

　エ　工程表

　オ　整備しようとする補助対象施設等の設置箇所がわかる配置図・各階平面図

　カ　事業内容が確認できる図面、仕様書等

　キ　設計書・見積書その他事業費が確認できる書類

　ク　木材使用量算出表（計画）

　ケ　本工事に係る建築基準法に基づく確認済証又は工事内容確認証明書

　コ　その他部長が特に必要と認める書類

(2) 要綱別表(4)設計支援の場合

　ア　別紙１　事業計画書

　イ　事業概要書

　ウ　別紙２　確認書

　エ　工程表（工事完了まで）

　オ　整備しようとする補助対象施設等の設置箇所がわかる配置図

　カ　見積書、その他事業費が確認できる書類及び補助対象経費内訳（予定）書

　キ　建築士事務所登録（更新）通知書又は登録証明書（写し）

　ク　その他部長が特に必要と認める書類

木造・木質化支援事業　事業計画書

　 年 　月 　日

番　　　　　号

地域振興局長

林務部長

申 請 者

担 当 者

住 所

補助事業者名

代表者氏名

氏 名

連 絡 先
(電話番号)



事業計画書（別紙１）（第７関係）

１　事業の種類

木造・木質化支援事業（民間施設等の木造・木質化）

２　事業計画 （単位：円）

３　収支予算

(1)　収入 （単位：円）

※県費補助金は、事業費に補助率を乗じ、千円未満切り捨てた金額とする。

(2)　支出 （単位：円）

４　事業完了（予定）年月日

事業概要書
のとおり

事業計画書（実績書）－木質化

事業内容 事業費 県費補助金 自己資金 その他 着手予定年月日 完了予定年月日

0 0 0 0

区分 予算 決算 差引増減 備考

計
0 0 0 0

県費補助金
0

0

自己資金
0

0

計
0 0 0

0 0 0

その他
0

0

区分 予算 決算 差引増減 備考

内装木質化
を実施する場合

の経費

0

0

調度品等
設置費

0

0

計
0 0

0

0

0

0

0

0 0 0

　　　　　年　　月　　日
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１　工事の区分

２　事業を計画している施設に関する事項

人/月 人/月 人/月

※施設利用者数 ※事業実施箇所総数 ※事業実施箇所のうち、子ども数

※子どもの居場所で特定多数の場合（利用者が固定されている場合）は、利用者数

３　事業内容に関する事項

から まで

から まで

㎡ ㎡

㎥ ㎥ ㎥

※木材(予定)使用量 ※県産材(予定)使用量 ※信州木材認証製品等(予定)使用量

（ ％ ） ( ％ )

総工事費 木工工事費（木質化を実施する場合の経費）

円 円

木質化 木の調度品等設置 合計

円 円 円

木質化 木の調度品等設置 合計

円 円 ※ 円

注）当該補助事業に係る仕入れに係る消費税相当額があり、かつ、その金額が明らかな場合、これを減額した額であること

４　他の補助金等に関する確認

５　競争入札を実施しない理由（競争入札に付さない場合に記入すること）

施 設 の 所 在 地

施 設 運 営 期 間

施設との関係性 所有　　/　　管理・運営　　

施設の(予定)
利 用 者 数

施 設 の 概 要

施 設 の 用 途
※施設全体の主要用途 ※事業実施箇所の用途

事業概要書－木質化

新築（改築）　　/　　増築（改装工事）　　/　　内装木質化

施 設 の 名 称

地上　　階、地下　　階

延 床 面 積
※施設全体の延床面積 ※事業実施箇所の延床面積

工事(予定)期間 　　　　年　　月　　日 　　　　年　　月　　日

補 助 事 業 ( 予 定 ) 期 間 　　　　年　　月　　日 　　　　年　　月　　日

上記理由の背景

相 手 方

他の補助金等
の需給の有無

有（市町村の補助金・各補助事業の対象を切り分けられる）　/　無

補 助 金 額 0

PR の 取 組 方 法
（ 計 画 ）

ホームページで情報発信（県産材のPR、長野県森林づくり県民税を活用した事業であること）

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※　木質化の補助金額の15％または300,000円のいずれか低い額を上限とする。

区 分 木質化（ 市町村の場合）　

競 争 入 札 が
困 難 な 理 由

緊急の必要により競争入札に付すことができない

時価に比較して著しく有利な価格で契約を締結することができる

その性質若しくは目的が競争入札に付すことが適当でない

その他（　　　　　　　　　　）

事 業 費

補 助 対 象
事 業 費 0

補 助 対 象
木 材 （ 予 定 ）
使 用 量

構 造 ・ 階 数 　　　造一部　　　造



事業計画書（別紙１）（第７関係）

１　事業の種類

木造・木質化支援事業（民間施設等の木造・木質化）

２　事業計画 （単位：円）

３　収支予算

(1)　収入 （単位：円）

※県費補助金は、事業費に補助率を乗じ、千円未満切り捨てた金額とする。

(2)　支出 （単位：円）

４　事業完了（予定）年月日

計
0 0 0

0 0 0

0

0

　　　　　年　　月　　日

0

0

調度品等
設置費

0

0

区分 予算 決算 差引増減 備考

木造化を
実施する場合

の経費

0

0

計
0 0 0

0 0 0

その他
0

0

自己資金
0

0

県費補助金
0

0

0 0 0 0

区分 予算 決算 差引増減 備考

計
0 0 0 0

事業計画書（実績書）－木造化（一般）、木造化（中大規模施設）

事業内容 事業費 県費補助金 自己資金 その他 着手予定年月日 完了予定年月日

事業概要書
のとおり
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１　工事の区分

２　事業を計画している施設に関する事項

人/月 人/月 人/月

※施設利用者数 ※事業実施箇所総数 ※事業実施箇所のうち、子ども数

※子どもの居場所で特定多数の場合（利用者が固定されている場合）は、利用者数

３　事業内容に関する事項

(

(

から まで

から まで

㎡ ㎡

㎥ ㎥ ㎥

※木材(予定)使用量 ※県産材(予定)使用量 ※信州木材認証製品等(予定)使用量

（ ％ ） ( ％ )

総工事費 木工工事費（木造化を実施する場合の経費）

円 円

木造化 木の調度品等設置 合計

円 円 円

木造化 木の調度品等設置 合計

円 ※1 円 ※2 円

※当該補助事業に係る仕入れに係る消費税相当額があり、かつ、その金額が明らかな場合、これを減額した額であること

４　他の補助金等に関する確認

５　競争入札を実施しない理由（競争入札に付さない場合に記入すること）

0

PR の 取 組 方 法
（ 計 画 ）

ホームページで情報発信（県産材のPR、長野県森林づくり県民税を活用した事業であること）

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事 業 費

0

施 設 運 営 期 間

構 造 ・ 階 数 　　　造一部　　　造 地上　　階、地下　　階

延 床 面 積
※施設全体の延床面積 ※事業実施箇所の延床面積

補 助 対 象
木 材 （ 予 定 ）
使 用 量

工 事 ( 予 定 ) 期 間

施設との関係性 所有　　/　　管理・運営　　

施設の (予定)
利 用 者 数

施 設 の 用 途
※施設全体の主要用途 ※事業実施箇所の用途

施 設 の 概 要

事業概要書－木造化（一般）、木造化（中大規模施設）

新築（改築）　　/　　増築（改装工事）　

施 設 の 名 称

施 設 の 所 在 地

上記理由の背景

競 争 入 札 が
困 難 な 理 由

緊急の必要により競争入札に付すことができない

時価に比較して著しく有利な価格で契約を締結することができる

その性質若しくは目的が競争入札に付すことが適当でない

その他（　　　　　　　　　　）

区 分
木造化（一般）　　　　

木造化（中大規模施設）

市町村の場合）

市町村の場合）協定締結者の場合、

相 手 方

　　　　年　　月　　日 　　　　年　　月　　日

補助事業(予定)期間 　　　　年　　月　　日 　　　　年　　月　　日

※1　木造化（中大規模施設）に限り、事業実施箇所の床面積1ｍ2あたりの補助金額
　　 17,000円を上限とする
※2　木造化の補助金額の15％または300,000円のいずれか低い額を上限とする。

他の補助金等
の需給の有無

有（市町村の補助金・各補助事業の対象を切り分けられる）　/　無

補 助 対 象
事 業 費

補 助 金 額



事業計画書（別紙１）（第７関係）

１　事業の種類

木造・木質化支援事業（民間施設等の木造・木質化）

２　事業計画 （単位：円）

３　収支予算

(1)　収入 （単位：円）

※県費補助金は、事業費に補助率を乗じ、千円未満切り捨てた金額とする。

(2)　支出 （単位：円）

４　事業完了（予定）年月日

事業概要書
のとおり

事業計画書（実績書）－設計支援

事業内容 事業費 県費補助金 自己資金 その他 着手予定年月日 完了予定年月日

0 0 0

区分 予算 決算 差引増減 備考

計
0 0 0 0

0

県費補助金
0

0

自己資金
0

0

計
0 0 0

0 0 0

その他
0

0

区分 予算 決算 差引増減 備考

設計委託を実施す
る場合の経費

0

0

0

0

0

0

0

0

計
0 0 0

0 0 0

　　　　　年　　月　　日
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１　工事の区分

２　事業を計画している施設に関する事項

人/月 人/月 人/月

※施設利用者数 ※事業実施箇所総数 ※事業実施箇所のうち、子ども数

※子どもの居場所で特定多数の場合（利用者が固定されている場合）は、利用者数

３　事業内容に関する事項

から まで

から まで

から まで

㎡ ㎡

㎥ ㎥ ㎥

※木材(予定)使用量 ※県産材(予定)使用量 ※信州木材認証製品等(予定)使用量

（ ％ ） ( ％ )
契約予定額

円 円

設計支援

円

円

※当該補助事業に係る仕入れに係る消費税相当額があり、かつ、その金額が明らかな場合、これを減額した額であること

４　他の補助金等に関する確認

５　競争入札を実施しない理由（競争入札に付さない場合に記入すること）

施 設 の 用 途
※施設全体の主要用途 ※事業実施箇所の用途

施 設 の 概 要

事業概要書－設計支援

新築（改築）　　/　　増築（改装工事）　

施 設 の 名 称

施 設 の 所 在 地

施 設 運 営 期 間

委託契約(予定)期間 　　　　年　　月　　日 　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日 　　　　年　　月　　日

施設との関係性 所有　　/　　管理・運営　　

施設の (予定 )
利 用 者 数

上記理由の背景

他の補助金等
の需給の有無

有（市町村の補助金・各補助事業の対象を切り分けられる）　/　無

工 事 （ 予 定 ） 期 間

補 助 金 額

PR の 取 組 方 法
（ 計 画 ）

ホームページで情報発信（県産材のPR、長野県森林づくり県民税を活用した事業であること）

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事 業 費

補 助 対 象
事 業 費

延 床 面 積
（ 予 定 ） ※施設全体の延床面積

競 争 入 札 が
困 難 な 理 由

緊急の必要により競争入札に付すことができない

時価に比較して著しく有利な価格で契約を締結することができる

その性質若しくは目的が競争入札に付すことが適当でない

その他（　　　　　　　　　　）

区 分 設計支援

相 手 方

※事業実施箇所の延床面積

（注）実績報告時に記入
することに留意

補助事業(予定)期間

構 造 ・ 階 数 　　　造一部　　　造 地上　　階、地下　　階

　　　　年　　月　　日 　　　　年　　月　　日

木 材 使 用 量
（ 予 定 ）

基本計画・基本設計費及び実施設計費
（諸経費は含む。）



事業計画書（別紙２）（第７関係）

上記、全ての項目を確認しました。

確認書

確認項目
補助事業者
確認欄

補助事業者は、以下の要件の全てを満たしていますか。（全てにチェック（✓）が付きますか。）

補助金等交付規則（昭和34年長野県規則第９号）、木造関係事業補助金交付要綱（平成３
年７月10日付け３林業第163号）及び木造・木質化支援事業実施要領（令和５年６月12日付
け５信木利第32号。以下「実施要領」という。）等により、補助金に関する事項を確認しました
か。

※以下の要件を満たさないことが判明した場合、交付の決定を取り消すことがあります。

暴力団又はその構成員及びその統制下にある者が関係する団体ではありませんか。

宗教的な活動を目的とする団体ではありませんか。

県税等に係る徴収金を滞納していませんか。

政治的な活動を目的とする団体ではありませんか。

県内の施設を所有又は管理・運営する者ですか。

事業を営んでいない個人ではありませんか。

国又は都道府県ではありませんか。

補助事業者名

確認年月日 　　　　 年 　月 　日

実施する事業は、以下の条件を全て満たしていますか。
・国又は県の支出金及び補助金等の交付を受けた事業でないこと。
（ただし、補助対象部分を明確に区分できる場合を除く。）
・国又は県が出資する財団法人等から助成金の交付を受けた事業でないこと。
（ただし、補助対象部分を明確に区分できる場合を除く。）
・宗教的活動に関する事業でないこと。
・政治的活動に活用する事業でないこと。
・公序良俗に反する事業でないこと。

実施要領の別表の補助要件を満たしますか。



（様式第２号）（第８関係）

　様

年度木造・木質化支援事業について、下記のとおり早期着手したいので、

協議します。

１　事業

木造・木質化支援事業

２　早期着手の理由

３　早期着手の事業内容 （単位：円）

４　工程表

別紙（注）のとおり。

（注）４の別紙様式は、任意とする。

代表者氏名

木造・木質化支援事業　早期着手協議書

番　　　　　号

　 年 　月 　日

林務部長

地域振興局長

申 請 者 住 所

補助事業者名

記

事業内容 事業費 補助金額 着手予定年月日 完了予定年月日 備考



� �

実績報告書（別紙３）（第14関係）

１　工事の区分

２　事業を実施した施設に関する事項

３　事業実施内容に関する事項

木質化の箇所

木の調度品等の設置内容

から まで

から まで

㎡ ㎡

㎥ ㎥ ㎥

※木材使用量（実績） ※県産材使用量（実績） ※信州木材認証製品等使用量(実績)

（ ％ ） ( ％ )

総工事費 木工工事費（木質化を実施する場合の経費）

円 円

木質化 木の調度品等設置 合計

円 円 円

木質化 木の調度品等設置 合計

円 円 ※ 円

※当該補助事業に係る仕入れに係る消費税相当額があり、かつ、その金額が明らかな場合、これを減額した額であること

４　他の補助金等に関する確認

※事業計画と変更がある場合、確認

他の補助金等
の需給の有無

有（市町村の補助金・各補助事業の対象を切り分けられる）
　/　無　/　当初と変更なし

PR の 取 組 方 法
ホームページで情報発信（県産材のPR、長野県森林づくり県民税を活用した事業であること）

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事 業 費

補 助 対 象
事 業 費 0

※　木質化の補助金額の15％または300,000円のいずれか低い額を上限とする。

補 助 金 額 0

補 助 対 象
木 材 使 用 量
（ 実 績 ）

延 床 面 積
※施設全体の延床面積 ※事業実施箇所の延床面積

補 助 事 業 期 間 　　　　年　　月　　日 　　　　年　　月　　日

構 造 ・ 階 数 　　　造一部　　　造 地上　　階、地下　　階

事 業 内 容

工事(予定)期間 　　　　年　　月　　日 　　　　年　　月　　日

事業報告書－木質化

新築（改築）　　/　　増築（改装工事）　　/　　内装木質化

施 設 の 名 称

施 設 の 所 在 地

区 分 木質化（ 市町村の場合）　

施 設 の 用 途
※施設全体の主要用途 ※事業実施箇所の用途



５　写真

木造・木質化の施工中の写真（引き） 木造・木質化の施工中の写真（寄り）

木造・木質化の完成状況の写真（引き） 木造・木質化の完成状況の写真（寄り）

木の調度品等の設置状況の写真（引き） 木の調度品等の設置状況の写真（寄り）

木造・木質化の標識設置状況の写真 木の調度品等の標識設置状況の写真

※必要な箇所の写真については、追加して添付してください。また、写真は、データの提供をお願いします。



� �
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実績報告書（別紙３）（第14関係）

１　工事の区分

２　事業を実施した施設に関する事項

３　事業実施内容に関する事項

(

(

木造化の箇所

木の調度品等の設置内容

から まで

から まで

㎡ ㎡

㎥ ㎥ ㎥

※木材使用量（実績） ※県産材使用量（実績） ※信州木材認証製品等使用量（実績）

（ ％ ） ( ％ )

総工事費 木工工事費（木造化を実施する場合の経費）

円 円

木造化 木の調度品等設置 合計

円 円 円

木造化 木の調度品等設置 合計

円 ※1 円 ※2 円

※当該補助事業に係る仕入れに係る消費税相当額があり、かつ、その金額が明らかな場合、これを減額した額であること

４　他の補助金等に関する確認

※事業計画と変更がある場合、確認

施 設 の 用 途
※施設全体の主要用途 ※事業実施箇所の用途

事業報告書－木造化（一般）、木造化（中大規模施設）

新築（改築）　　/　　増築（改装工事）　

施 設 の 名 称

施 設 の 所 在 地

事 業 内 容

工事(予定)期間 　　　　年　　月　　日 　　　　年　　月　　日

補 助 事 業 期 間 　　　　年　　月　　日 　　　　年　　月　　日

構 造 ・ 階 数 　　　造一部　　　造 地上　　階、地下　　階

延 床 面 積
※施設全体の延床面積 ※事業実施箇所の延床面積

補 助 対 象
木 材 使 用 量
（ 実 績 ）

事 業 費

0

補 助 対 象
事 業 費

補 助 金 額
0

PR の 取 組 方 法
ホームページで情報発信（県産材のPR、長野県森林づくり県民税を活用した事業であること）

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※1　木造化（中大規模施設）に限り、事業実施箇所の床面積1ｍ2あたりの補助金額
　　 17,000円を上限とする
※2　木造化の補助金額の15％または300,000円のいずれか低い額を上限とする。

他の補助金等
の需給の有無

有（市町村の補助金・各補助事業の対象を切り分けられる）
　/　無　/　当初と変更なし

市町村の場合）
区 分

木造化（一般）　　　　 市町村の場合）

木造化（中大規模施設） 協定締結者の場合、



５　写真

木造・木質化の施工中の写真（引き） 木造・木質化の施工中の写真（寄り）

木造・木質化の完成状況の写真（引き） 木造・木質化の完成状況の写真（寄り）

木の調度品等の設置状況の写真（引き） 木の調度品等の設置状況の写真（寄り）

木造・木質化の標識設置状況の写真 木の調度品等の標識設置状況の写真

※必要な箇所の写真については、追加して添付してください。また、写真は、データの提供をお願いします。



�

実績報告書（別紙３）（第14関係）

１　工事の区分

２　事業を実施した施設に関する事項

３　事業実施内容に関する事項

設計の内容

から まで

から まで

から まで

㎡ ㎡

㎥ ㎥ ㎥

※木材使用量（実績） ※県産材使用量（実績） ※信州木材認証製品等使用量(実績)

（ ％ ） ( ％ )
契約予定額

円 円

円

円

※当該補助事業に係る仕入れに係る消費税相当額があり、かつ、その金額が明らかな場合、これを減額した額であること

４　他の補助金等に関する確認

※事業計画と変更がある場合、確認

補 助 金 額

補 助 対 象
事 業 費

工 事 （ 予 定 ） 期 間 　　　　年　　月　　日

事 業 費

設計支援

基本計画・基本設計費及び実施設計費
（諸経費は含む。）

※事業実施箇所の延床面積

木 材 使 用 量
（ 予 定 ）

延 床 面 積
※施設全体の延床面積

他の補助金等
の需給の有無

有（市町村の補助金・各補助事業の対象を切り分けられる）
　/　無　/　当初と変更なし

PR の 取 組 方 法
ホームページで情報発信（県産材のPR、長野県森林づくり県民税を活用した事業であること）

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

委託契約(予定)期間 　　　　年　　月　　日 　　　　年　　月　　日

補助事業(予定)期間

構 造 ・ 階 数 　　　造一部　　　造 地上　　階、地下　　階

　　　　年　　月　　日

　　　　年　　月　　日 　　　　年　　月　　日

区 分 設計支援

事 業 内 容

施 設 の 用 途
※施設全体の主要用途 ※事業実施箇所の用途

事業報告書－設計支援

新築（改築）　　/　　増築（改装工事）

施 設 の 名 称

施 設 の 所 在 地



（様式第３号）（第14関係）

　様

付け で交付決定

のあった 年度木造・木質化支援事業について、消費税仕入控除税額が確定したので、

下記により報告します。

代表者氏名

木造・木質化支援事業　消費税仕入控除税額報告書

番　　　　　号

　 年 　月 　日

林務部長

地域振興局長

申 請 者 住 所

補助事業者名

　 年 　月 　日 長野県　　地域振興局指令　　地林第　　号

記

補助事業者名

補助金の額の確定額 円

補助金額確定年月日・番号
　　　　　　 年 　月 　日

補助金返還相当額 円

補助金の確定時に減額した
消費税仕入控除税額

円

消費税の申告により確定
した消費税仕入控除税額

円



（様式第４号）（第15関係）

　様

木造・木質化支援事業実施要領第15第２項の規定により、下記のとおり調査を実施しました。

から まで

□あり　□なし （ありの場合の同意日 ）

※変更交付決定及び概算払がある場合は、適宜追加記載

木造・木質化支援事業　調査調書

　 年 　月 　日

長野県知事

地域振興局長

職 ・ 氏 名

調 査 者 所 属

記

早 着 の 有 無 　年　 月　 日

補 助 事 業 者 名

施 設 名

施 設 場 所

補 助 事 業 期 間 　年　 月　 日 　年　 月　 日

実 施 内 容 等

年 月 日 補 助 対 象 事 業 費 補 助 金 額

内 示 　年　 月　 日

交 付 決 定 　年　 月　 日

実 績 報 告 　年　 月　 日

調 査 年 月 日 　年　月　日

添 付 書 類
□ 出来型確認書類（契約書、工程表、設計図書、内訳書、執行状況等）
□ 事業費等収支関係書類（契約書、請求書、支出伝票等）
□ その他（写真、県産材利活用形態確認等）

調 査 所 見



（様式第５号）（第20関係）

　様

年度木造・木質化支援事業について、下記のとおり工事が完了しましたので、

報告します。

１　事業の種類

木造・木質化支援事業（民間施設等の木造・木質化）

２　工事完了日（施設の供用開始日）

３　施設整備内容の公表のホームページアドレス

※複数公表している場合は、全てのホームページアドレスを記載してください。

４　ホームページ以外のPR取組方法（プレスリリースや報道機関による記事等）

※プレスリリースや記事等の写しを併せて提出してください。

５　利用者に向けた県産材のPR活動方法

木造・木質化支援事業　工事完了報告書

番　　　　　号

　 年 　月 　日

地域振興局長

申 請 者 住 所

補助事業者名

代表者氏名



６　写真

木造・木質化の利用状況の写真（引き） 木造・木質化の利用状況の写真（寄り）

木造・木質化の施設外観（引き） 木造・木質化の施設外観（寄り）

※必要な箇所の写真については、追加して添付してください。また、写真は、データの提供をお願いします。



完了期限延長承認申請書（別紙４）　第21関係

（注） １　「事業区分」は、「木質化」、「木造化（一般）」、「木造化（中大規模施設）」及び「設計支援」のいずれかを記入してください。

２　「事業概要」欄は、補助対象事業が事業趣旨に則っていることがわかるように記入してください。

３　「繰越事由及び理由」欄は、次に該当する事由を記入するとともに、具体的な内容を記入してください。

　ア　計画に関する諸条件

　イ　設計に関する諸条件

　ウ　気象の関係

　エ　用地の関係

　オ　補償処理の困難

　カ　資材の入手難

　キ　試験研究に際しての事前の調査又は研究方式の決定の困難

　ク　アからキまでに掲げるもの以外のもの

事業名・事業区分 事業概要・箇所名 繰越事由及び理由



（参考様式）（第７、14関係）

項目
(予定)金額(円)※

税抜
備考

(A) 補助対象経費 【記載例】

基本　直接人件費

意匠　直接人件費

構造　直接人件費

諸経費(直接経費)

諸経費(間接経費)

(A)の合計 0

(B) 補助対象外経費 （記載例）

設備設計費（電気設備、給排水衛生
設備、空調換気設備、昇降機等）

解体撤去設計費

外構等周辺施設設計費

確認申請、工事監理、工事着手後の
設計変更、積算に係る経費、工事契
約に関する事務経費

その他木造建築物の設計に直接関係
しない経費

他の事業により補助される経費

諸経費(直接経費)

諸経費(間接経費)

(B)の合計 0

(C) 設計費総額 (A)＋(B) 0

（注）補助対象経費は、要領別表（第６関係）に記載のとおり。

・項目欄は、上記の記載例を参考に見積書の項目等にあわせて適宜区分して記載すること。

・諸経費（間接経費等）が補助対象外経費分も含めて見積書に一括計上されている場合は、

　補助対象経費分と補助対象外経費分を区分して記載すること。

補助対象経費内訳（予定）書

区分



（参考様式）（第７、14関係） 作成日 　　　年　　　月　　　日

氏　名

施設の名称

1 0.0000 0.0000    

2 0.0000 0.0000    

3 0.0000 0.0000    

4 0.0000 0.0000    

5 0.0000 0.0000    

6 0.0000 0.0000    

7 0.0000 0.0000    

8 0.0000 0.0000    

9 0.0000 0.0000    

10 0.0000 0.0000    

11 0.0000 0.0000    

12 0.0000 0.0000    

13 0.0000 0.0000    

14 0.0000 0.0000    

15 0.0000 0.0000    

16 0.0000 0.0000    

17 0.0000 0.0000    

18 0.0000 0.0000    

19 0.0000 0.0000   

20 0.0000 0.0000    

0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000

0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000

（注）　１　本表は樹種ごとに別葉とし、１枚目に合計を入れてください。

　　　　２　部材名には、土台、柱、桁などの名称を記載してください。また、部材の規格ごとに欄を分けて記載してください。

　　　　３　部材ごとに、認証製品出荷証明書の番号と内訳書NOを記載してください。（実績）

木　材　使　用　量　算　出　表　（　計　画　・　実　績　）

部材名

規格

材積

（ｍ３）
数量

単位
(本)

合計数量

（ｍ３）

認証材
該　当
○　印

樹　種長さ
(ｍ)

厚
(ｍｍ)

幅
(ｍｍ) 番　号 内訳書NO

認証材
数　量

（ｍ３）

認証製品出荷証明書 森林認証
製品

該　当
○　印

森林認証
製品

（ｍ３）

JAS製品
該　当
○　印

JAS製品
数　量

（ｍ３）

小計

合計



（参考様式）（第７関係）

（補助事業者）

証明者

（建築基準法、消防法その他関係法令に適合していることを確認した者）

下記施設の工事が、建築基準法、消防法その他建築物の建築に関する法令等関係規定に

適合することを証明します。

１　補助事業者名

２　施設の名称

３　施設の所在地

４　施設の概要

(1)　建築物の用途

(2)　工事種別

(3)　構造・階数

(4)　延床面積（補助対象面積）

５　証明工事内容

事業計画書に添付する事業内容が確認できる図面のとおり

添付書類

建築士免許証（免許証明書）の写し又は建築士の登録証明書

上記５以外の図書で、関係法令の確認をした場合は、該当する図書

工事内容確認証明書

 　年 　月 　日

様

会 社 名
　　 建築士事務所 　　　知事登録

事 務 所 の
所 在 地

建築士氏名
　　 建築士 　　登録第　　　　号

記



（参考様式）（第８関係）

工　程　表

着手予定年月日 完了予定年月日 補助事業者名

３月

施設の名称

事業内容 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月



（参考様式）（第14関係）

（補助事業者）

証明者（調度品等製造業者）

下記のとおり納品した　調度品　・　おもちゃ　に県産材を使用していることを証明します。

１　補助事業者名

２　施設の名称

３　納品した施設の所在地

４　証明内容

県産材使用証明書

 　年 　月 　日

様

事 業 者 の
所 在 地

事業者名称

代表者氏名

記

樹種 産地（市町村名） 材積（㎥）


